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要 約

わが国所得税の残された課題は，課税ベースの見直しである。最高税率が引下げられる

など近時税率面での改正は行われてきたものの，課税ベースについてはいまだ本格的な議

論が行われてきたとは言い難い状況にある。そこでわれわれは，１９８０年度以降のわが国所

得税の課税ベースの大きさを国民所得統計と税務統計を使って計測し，その時系列的な変

化を見ていくことにより，課税ベースの問題点をさぐることとした。

これまでのわが国の課税ベースの計測は，「クロヨン」と呼ばれる業種間の所得捕捉の

格差を調べるために行われることがほとんどであった。それに対して本稿の分析は，課税

ベースの規模が全体としてどのくらいなのかを，国民経済計算（SNA）のデータと税務統

計のデータの整合性を調整しながらマクロレベルで計測したことに特徴がある。さらに本

稿の特徴として挙げることができるのは，課税ベースの大きさを左右する要因として社会

保障と所得控除を取り上げ，社会保障の拠出・給付の規模ならびに各所得控除の規模と課

税ベースとの関係にも言及したという点である。

分析の結果わかったことは，課税ベースの時系列的な変化の特徴として，近年になるに

つれて，課税ベースの規模（家計部門の受取りに対する比率）が縮小してきたということ

である。１９８０年代前半は，課税ベースの規模はほぼ４０％前後であったのが，１９８０年代後半

から１９９０年代前半になると３４％～３７％に低下し，１９９０年代後半は約３３％にまで縮小してい

る。このような課税ベース縮小の背景にあるのは，「課税対象とならない社会保障」と「所

得控除」の拡大である。その内訳を見ていくと次の３つのことが分かった。

第１は社会保障について，給付の伸びが著しく増大し，課税ベースに影響を与えたこと

が指摘できる。１９９０年代に入りゴールドプラン等の策定による高齢者への福祉の充実が図

られた結果，公的年金給付をはじめとした社会保障給付の伸びは，１９９０年代の家計部門の

受取りの伸びの３～４倍にもなっている。とりわけ公的年金給付は公的年金等控除によっ

てほぼ全額が非課税となっているため，このような給付の規模拡大は最終的な課税ベース

の規模を縮小させる大きな要因となっている。

第２は人的控除についてである。人的控除である扶養控除や配偶者控除，配偶者特別控

除は縮小傾向にあることが明らかとなった。この背景には，少子化や女性の社会進出の進

展が考えられる。

第３は給与所得控除についてである。人的控除が縮小傾向にあるのとは対照的に，給与

所得控除は１９９４年以降徐々に拡大する傾向にある。この背景には，景気の低迷で所得が伸
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Ⅰ．わが国所得税の現状

わが国所得税は，平成１１年度改正で，最高税

率が国税・地方税合わせて５０％に引き下げられ

た事を含めて４兆４５００円の大規模な減税が行わ

れた１）。これに関し政府税制調査会の平成１１年

度改正に関する答申は，この所得税改正を「恒

久的な減税」と位置付けつつ，「最高税率の引

き下げは，本来，諸控除等課税ベースや資産性

所得課税の見なおし，納税者番号制度の検討な

どの抜本的改革の一環として実施すべきものと

考えますが，現在の景気状況を考えれば，課税

ベースの見直しなどは今後の課題と位置付けら

れます。」と記している。また，平成１２年７月

の中期答申「わが国税制の現状と課題」におい

ても，「恒久的な減税は，…景気への配慮から

負担軽減となる措置のみを実施したもの…課税

ベースなどの見直しは今後の検討課題として残

１） 平成１１年度税制改正では，所得税，法人税，相続税を合わせると６兆８９７０億円，国税と地方税の全てを合
計すると９兆３６１０億円にものぼる減税となっている。

び悩んでいることに加えて，累退的な給与所得控除の控除額算定方法，さらには女性の社

会進出の進展による影響等があると考えられる。

第２と第３の点は課税ベースを拡大する要因となっている。

このように，いろいろな要因が課税ベースに影響を与えているが，社会保障関係の要因

を考慮しつつ将来に渡って試算してみると，今後の高齢化の一層の進展の中で，課税ベー

スはますます縮小し，「所得税制度の融解」とも言うべき事態をまねきかねない状況にあ

ることがわかった。

以上の分析結果をもとにした今後の政策的インプリケーションは次の３点である。

１．公的年金等控除の見直し

高齢化社会を迎え，公的年金等控除を現行の高水準にすえおくことは，年金給付の拡

大が確実に見込まれる中で，課税ベースを一層縮小させることになるだけでなく，

「世代間の不公平」，「世代内の不公平」さらにライフサイクルを通じた税負担の平

準化という点からも問題を生じさせる。従って本控除は縮減の方向で早急に見直す必

要がある。

２．給与所得控除の見直し

現行の給与所得控除には，サラリーマンの勤務における経費的な部分に加えて，「他

の所得との調整」という要素が加味されて，過大なものとなっている。これを縮小の

方向で見直すことは，米国型の実額控除，自主申告への道を開くことにもつながる。

３．課税最低限引上げという方法による減税の見直し

８８年度，９４年度の大規模な減税は，消費税とセットで行われたため，それへの政治的

配慮から課税最低限の引き上げに配慮をしたものとなっており，そのことが課税ベー

スの縮小につながってきた。今後の消費税率の見直しにおいて，このような課税最低

限の引上げによる減税をあわせ行うことには慎重にならなければならない。
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されました。」と記述している。つまり，大幅

な減税後のわが国所得税制の最大の検討課題と

して，課税ベースの見直しを位置付けているの

である。

また課税最低限をみると，アメリカが２５４．１

万円，イギリスが１２１．１万円，日本が３８４．２万円

であり，わが国が飛びぬけて高い水準になって

いることがわかる。このような実態を受けて，

所得税改革をめぐる議論でも課税最低限の水準

の高さおよびそれを左右する各種所得控除制度

のあり方が焦点となっている。

課税ベース，あるいはそれを形成する各種控

除の見直しが重要な理由としては，同一の所得

に対しては，同一の税負担を課すべき，という

いわゆる水平的公平性の確保に求められる。同

時に，課税ベースを広くすることは，同一の税

収を前提とすると，税率を引き下げることが可

能になるわけで，限界税率の低下は，勤労意欲

に良い影響をもたらす等いわゆるサプライサイ

ドの政策効果が期待できるのである。

このように，今後重要な検討課題となってい

るにもかかわらず，わが国の課税ベースの問題

点等について分析した研究はほとんど行われて

こなかった２）。課税所得を推計した代表的な研

究として貝塚（１９７３），石（１９８１）があるが，

これはクロヨンと呼ばれる所得源泉の違いによ

る所得把握の格差を検証するための分析であり，

所得控除の水準をとらえるためのものではな

かった３）。また課税ベースと類似した概念であ

る課税最低限の比較については，財務省による

計算が出されている。これは国際比較をするこ

とによって課税最低限の構成要素である各種控

除の検討を行う取っ掛かりとなるものの，これ

自体はモデルケースを想定して計算されたもの

であるため，所得控除や課税所得の全体の規模

を把握するものとはいえず，検討の視点は限ら

れたものになる。

そこで本稿では，所得控除の規模および所得

税の課税所得の規模をマクロレベルで把握する

とともに，それらの規模がこれまでどのような

変遷をしてきたのかを時系列で見ていくことで，

わが国所得税課税ベースの問題点を抉り出して

みたい４）。具体的には１９８０（昭和５５）年から１９９７

（平成９）年までの期間について，国民経済計

算における家計部門の受け取りをベースに，そ

こに占める所得控除の大きさと課税所得の規模

を税務統計のデータ等を使って推計した。

以下の構成は次の通りである。第Ⅱ節では，

これまでの所得税税制変遷について所得控除額

を中心に整理し，制度上での所得控除額の推移

を把握する。それを踏まえた上で，データから

得られる所得控除および課税ベースの実態を明

らかにする。第Ⅲ節では推計に利用したデータ

と推計方法を説明し，推定結果を第Ⅳ節で示す

とともに，その結果を考察する。最後の第Ⅴ節

では，今回の分析結果をまとめるとともに今後

の課題を整理してむすびとする。

２） アメリカでは課税ベースの規模をマクロレベル（税務統計および SNA統計）で計測した分析も行われて
いる。（Slemrod and Bakija（１９９６），Park（１９９６，１９９８）参照）

３） 日本では，課税ベースの推計は主として業種間の税負担格差を実証するために行われたものが多い。貝塚
（１９７３）・石（１９８１）以外では，奥野他（１９９０），本間他（１９８４）等がある。

４） 我々はこれまで，日米の課税ベースについて，国民所得統計と税務統計当を丹念につき合わせながら，比
較を行ってきた。この結果，「課税ベース(課税所得）」の「家計部門の受け取り」に対する割合は，わが国が
２９．５％であるのに対し，米国は，５３．２％である事が判明した。これは，わが国の課税ベースが米国のほぼ半
分程度しかないことを示している（森信・前川（２０００））。
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Ⅱ．個人所得税制の概要とその変遷

統計データに基づく所得税の課税ベースおよ

び所得控除の規模を把握する前に，まず所得税

制の概要を整理するとともに，これまでの所得

税制の変遷とその中での上での所得控除の推移

をみておこう。所得税制のしくみを整理してお

くことによって，今回の課税所得のマクロ推計

と現実の所得税制との関係を明確にすることが

できる。今回の推計は単年度でなく時系列でも

行っているため，推計結果を時系列で考察する

ためには，所得税制の変遷を把握しておくこと

も必要である。

まず日本における個人所得税の概要である。

一口に「所得」といっても，日本の税法では，

所得をその源泉によって１０種類に分けている。

表１はその１０種類の「所得」についてまとめた

ものである。例えば，サラリーマンが稼得する

給料は給与所得，自営業の収入は事業所得，株

式の売買による所得は譲渡所得として課税され

ることになる。

これら１０種類の「所得」は，それぞれの「収

入」から「必要経費」などを除いたものとして

計算されるが，これらの「所得」がそのまま課

税対象となるのではない。ここからさらに基礎

控除や配偶者控除，扶養控除等の所得控除が行

われた額が「課税所得」として課税の対象とな

る。表２はこのような「収入」と「所得」，「所

得」と「課税所得」との関係を１０種類の「所得」

についてまとめたものである。課税ベースや所

得控除の規模を推計するという我々の作業は，

課税対象となる「収入」（国民経済計算での『家

計部門の受取り』）に対して「課税所得」や「所

得控除」がどの程度の大きさになるのかを推計

することである。

表２からも明らかなように，最終的な課税

ベースである「課税所得」の大きさを左右する

のは，課税対象となる「収入」から控除する「所

得控除」の大きさとなる。「所得控除」には，

①「必要経費」の性格を持つ控除，②人に関す

る控除（「人的控除」）と③「その他の控除」の

大きく３つの種類がある。１番目の「必要経費」

の性格を持つ控除としては，給与所得控除，公

的年金所得控除がある。２番目の人に関する控

除は，基礎控除，配偶者控除，配偶者特別控除，

扶養控除，老年控除，障害者控除等がある。３

番目の「その他の控除」は，社会保険料控除，

医療費控除，生命保険料控除，損害保険料控除，

寄附金控除，雑損控除等がある。

なお，近年，わが国の所得税租税特別措置に

よる減収額の最大項目として住宅取得控除があ

るが，これらの税額控除は所得控除ではないた

め，課税ベースの分析の対象にしていない。

これらの所得控除のうち給与所得控除，基礎

控除，配偶者控除，扶養控除については，これ

までの税制改正で何度も改正を重ねてきた。そ

の変遷をまとめたのが表３である。この表から

明らかなように，どの所得控除もその控除額が

徐々に引き上げられてきているのが分かる。所

得控除額の変更に注目すると，特に大きな改正

が行われたのは１９８４（昭和５９）年，１９８９（平成

元）年，１９９５（平成７）年である。１９８４（昭和

５９）年は給与所得控除の最低控除額が５０万円か

ら５７万円と一度に７万円も増額されている。ま

た，基礎控除，配偶者控除，扶養控除はそれぞ

れ３万円ずつ増額されている。

１９８９（平成元）年の改正については，それま

で配偶者控除の半額であった配偶者特別控除額

が配偶者控除と同額になったのが最大の改正点

であるが，その他にも，給与所得控除は最低控

除額が５７万円から６５万円に８万円増額，基礎控

除，扶養控除，配偶者控除はそれぞれ２万円ず

つ増額されている。さらにこの年の改正で，１６

歳以上２３歳未満の扶養親族についての控除であ
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る特定扶養控除が創設され，扶養控除に１０万円

割増した４５万円の控除が認められた。なお，こ

の年の４月から消費税が３％の税率で導入され

ている。

１９９４（平成６）年１１月の税制改革では，基礎

控除，扶養控除，配偶者控除がそれぞれ３万円

ずつ増額され，それに応じて扶養控除の割増控

除として設けられている特定扶養控除や老人扶

養控除も３万円ずつ増えている。これも１９９７

（平成９）年４月からの消費税率５％への引上

げとセットで決められた減税である。

参考までに，これら一連の税制改正による増

減収額をまとめたのが表４である。ここに

は，１９８０年以降の主な改正である１９８４（昭和５９）

年度，１９８８・８９（昭和６３・平成元）年度，１９９４

（平成６）年度，１９９９（平成１１）年度，２０００（平

成１２）年度の改正による増減収額についてまと

めている。この表からもわかるように，減収額

としては税率改正による減収額が最も大きく，

その次に所得控除の改正による減収額となって

いる。さらに近年の大きな特徴として指摘でき

るのは，１９９４（平成６）年度の特別減税や１９９９

（平成１１）年度以降の定率減税による減収額が

本来の税制改正による増減収額よりも大きく

なっているということである。

表１ 税法上の所得について

給与所得 給与収入（俸給，給料，賃金，歳費，賞与等）－給与所得控除

事業所得 事業収入（農，漁，製造，卸売，小売，サービス他）－必要経費

利子所得 公社債の利子，預貯金の利子，貸付信託・金銭信託の利子，公社債投資信託収益の分配

配当所得 法人から受ける利益の配当
・法人からの剰余金の分配 － 元本取得に要した負債の利子
・法人からの基金利息

・公社債投資信託以外の証券投資信託の収益の分配

不動産所得 不動産，不動産上に存する権利等の貸付による収入－必要経費

譲渡所得 ・長期：保有期間５年を越える資産の譲渡による所得
資産の譲渡による収入－（取得費＋譲渡費用）－５０万

・短期：保有期間５年以下の資産
資産の譲渡による収入－（取得費＋譲渡費用）－特別控除（５０万）

退職所得 （退職手当，一時恩給等退職により一時に受ける収入－退職所得控除）×１／２

山林所得 山林の伐採，譲渡による収入－必要経費－特別控除（最高５０万）

一時所得 利子，配当，不動産，事業，給与，退職，山林，譲渡以外の収入で一時的なもの
－ その収入を得るための支出－特別控除（最高５０万）
＊ただし，上記金額×１／２が総所得金額に算入される。

雑所得 利子，配当，不動産，事業，給与，退職，山林，譲渡，一時以外のもの
・公的年金－公的年金等控除
・工業所有権・著作権の使用料－必要経費
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表２ 課税対象となる収入と税法上の所得との関係

課税対象収入 必要経費等の控除 税法上の所得
人的控除

その他の控除
課税方法および
適用税率（国税）

給与収入 －給与所得控除 給与所得 ・基礎
・扶養
・扶養割増
・配偶者
・配偶者特別
・障害者
・老年者
・寡婦（夫）
・勤労学生

・雑損控除
・医療費控除
・社会保険料控除
・生命保険料控除
・損害保険料控除
・寄付金控除
・その他控除

超過累進税率による総合課税

３３０万円 以下 １０％
３３０万円 超 ２０％
９００ ３０％
１８００ ３７％

事業収入 ―必要経費 事業所得

不動産総収入 ―必要経費 不動産所得

雑収入（使用料
等）

－必要経費 雑所得

年金収入 －公的年金控除 雑所得

（２０％の源泉徴収）
＊源泉分離選択あり

配当収入 －負債利子 配当所得

＊一部分離課税
資産譲渡収入 －取得費－譲渡費用

－特別控除
譲渡所得

一時的な収入 －収入を得るための
支出－特別控除
＊控除後１／２

一時所得

分離課税退職手当等収入 －退職所得控除
＊控除後１／２

退職所得

５分５乗方式による分離課税山林からの収入 －必要経費－特別控
除

山林所得

源泉分離課税１５％利子収入 利子所得
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表３ 所得税（所得控除・税率表）の推移

給与所得
控除

基礎控除 配偶者
控除

配偶者
特別控
除

扶養控除 老人扶
養控除

特定扶
養控除

税率区分 最低税率
適用所得

１９８０年
（昭和５５）

最低控除
５０万円
＋定率控
除（収入
に応じて
控除率逓
減）

２９万円 ２９万円 ２９万円 ３５万円 １９段階
（１０％～
７５％）

６０万円

１９８１年
（昭和５６）

１９８２年
（昭和５７）

１９８３年
（昭和５８）

３０万円 ３０万円 ３０万円 ３６万円

１９８４年
（昭和５９）

最低控除
額５７万円
＋定率控
除

３３万円 ３３万円 ３３万円 ３９万円 １５段階
（１０．５％
～７０％）

５０万円

１９８５年
（昭和６０）

１９８６年
（昭和６１）

１９８７年
（昭和６２）

３８万円 １１．２５
万円

１２段階
（１０．５％
～６０％）

１５０万円

１９８８年
（昭和６３）

３３万円 １６．５万
円

６段階
（１０％～
６０％）

３００万円

１９８９年
（平成元）

最低控除
額６５万円
＋定率控
除

３５万円 ３５万円 ３５万円 ３５万円 ４５万円 ４５万円 ５段階
（１０％～
５０％）

３００万円

１９９０年
（平成２）

１９９１年
（平成３）

１９９２年
（平成４）

１９９３年
（平成５）

５０万円

１９９４年
（平成６）

１９９５年
（平成７）

３８万円 ３８万円 ３８万円 ３８万円 ４８万円 ５３万円 ５段階
（１０％～
５０％）

３３０万円

１９９６年
（平成８）

１９９７年
（平成９）

１９９８年
（平成１０）

５８万円

１９９９年
（平成１１）

６３万円 ４段階
（１０％～
３７％）

３３０万円

２０００年
（平成１２）
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Ⅲ．課税ベースのマクロ推計の方法

以上のように，所得控除額は幾度もの改正を

経て拡大されてきた。果たしてこのような所得

控除額の変更は，最終的な課税ベースである課

税所得の大きさをどのように変えてきたのだろ

うか。また各種の所得控除はそれぞれどの程度

の規模になっているのだろうか。この点を明ら

かにするため，本稿では，所得控除や課税所得

の大きさについてマクロ統計（国民経済計算・

税務統計等）を利用しながら年度ごとに推計し

た。分析対象とした期間は，１９８０年から１９９７年

である。本節では，まず推計に利用したデータ

と推計方法について説明しよう。

分析対象となる税制が個人所得であることか

ら，国民経済計算（SNA）における『家計部門

の受取り』をマクロレベルでの推計の基本的な

データとした５）。『家計部門の受取り』の構成は，

『雇用者所得』，『営業余剰』，『財産所得』（利

子，配当，賃貸料），『損害保険金』，『社会保障

給付』，『社会扶助金』，『無基金雇用者福祉給

付』，『その他の経常移転』となっている６）。こ

れを先述した税法上の１０の所得（表１）と対応

させるならば，譲渡所得を除く９種類の所得の

５） 国民経済計算(SNA)統計のしくみやデータの詳細については，『国民経済計算年報』（各年番）巻末の説明
の他に，白川・井野（１９９４），中村（１９９９）参照。

６） 以下，『 』は国民経済計算に掲載されているデータ項目名であることを表し，「 」は本研究で設定した
推計項目名であることを表す。

表４ 所得税（国税）に関する税制改正による増減収額
単位：億円

年度 増減収額
諸控除 税率 その他 備考

１９８４（昭和５９） －７，５６０ －７，６３０ ＋ １８０ － １１０

１９８８（昭和６３） －２３，３１０ －９，７１０ －１３，１９０ － ４１０

１９９４（平成６）１１月 －３８，０００ －７，９４０ －１６，３００ －１３，７６０ その他
＝総合経済対策
による特別減税

１９９９（平成１１） －３１，９５０ －２，８５０ －２，６４０ －２６，４６０ その他
＝恒久的減税
（定率減税分）

２０００（平成１２） ＋２，０３０ ＋２，０３０ － －

（注）
・１９８８（昭和６３）年度の増減収額には，１９８９年度の所得控除の改正による増減収額が含
まれている。また，１９９４（平成６）年度の増減収額にも，１９９７（平成５）年以降適用
の税制改正による減収額が含まれている。

・２０００（平成１２）年度の増収は，年少扶養控除（１６歳未満）の廃止による。
・２０００（平成１２）年度の定率減税分については，定率減税が行われない場合と比べる
と，２６，４６０億円分の減収となる。
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合計と対応していると捉えることができる。な

お，譲渡所得が除かれるのは，国民経済計算の

『家計部門の受取り』にはキャピタルゲインが

含まれないためである。

マクロレベルでの課税ベースの大きさは，こ

の『家計部門の受取り』から様々な非課税分や

所得控除を除くことによって推計されることに

なる。図１は，国民経済計算の『家計部門の受

取り』と非課税扱いとなる項目，課税対象とな

らない項目，所得控除等の関係を示したもので

ある。したがって，課税ベースのマクロ推計の

具体的な手順としては，図１に示されている

「個人の収入として算入されない受け取り（ａ

１）」，「制度上非課税扱いとなる受け取り（ａ

２）」，「課税対象とならない社会保障（ａ３）」，

「所得控除（ｂ）」をそれぞれ推計し，それら

を『家計部門の受取り』から除いていくことに

なる。以下，（ａ１）から（ｂ）それぞれの控

除項目についての推計方法を説明していこう。

（１） 「個人の収入として算入されないもの（ａ

１）」の推計

この「個人の収入として算入されないもの」

では，SNA統計上は家計部門の受け取りに

入っているものの，所得税上は課税ベースに入

らない部分や具体的な数値として把握が困難な

もの，実際には個人が受け取っていない収入等

を考慮した。具体的には，帰属家賃が該当する。

帰属家賃のデータとしては，家計部門の『持

ち家の営業余剰』を，所得税上算入されない帰

属家賃として算出した。なお本来ならば，統計

上は金銭評価されて『家計部門の受取り』の中

に反映されている現物給付等のフリンジ・ベネ

フィットも考慮する必要がある。しかしながら，

その部分だけを抽出することが困難なため，今

回の推計では明示的に取り扱うことができな

かった。なお，後述するように，推計に際して

は，帰属家賃を除いた受取り（A－a１）をベー

スにした。これは，帰属家賃に対して実際には

課税することができないことを考慮したためで

ある。

（２） 「非課税扱いとして収入に加算されないも

の（ａ２）」の推計

この項目に対応するものとしては，具体的に

は，「その他の移転」，「その他非課税扱い分」

を考えた。「その他非課税扱い分」としては，

「老人等の少額貯蓄利子」，「老人等の郵便貯蓄

図１ マクロベースで見た家計部門の受取りと課税所得（課税ベース）との関係
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利子」，「財形貯蓄利子」，「損害保険金」を考慮

した。

各項目について利用したデータは次の通りで

ある。「その他の移転」については『その他の

経常移転』をそのまま利用した。ここには，仕

送りや贈与等対価を伴わない金銭の移転が含ま

れることになる。「その他非課税扱い分」のう

ち「老人等の少額貯蓄利子」，「老人等の郵便貯

蓄利子」については，国税庁『国税庁統計年報

書』の源泉所得税統計に掲載されている「老人

等非課税・財形貯蓄非課税分支払額」，「その他

非課税分支払額」を利用した。「損害保険金」

は，『国民経済計算』で家計部門の受取りとし

て計上されている『損害保険金』の値をそのま

ま利用した。

（３） 「課税対象とならない社会保障（ａ３）」

の推計

「課税対象とならない社会保障（ａ３）」と

して考慮したのは，「社会保障雇主負担」，「社

会保障給付」，「社会扶助金」，「社会保険料」，

「医療費」である。「社会保障給付」について

は，「公的年金」と「それ以外」に分けて推計

した。「社会保険料」についても「公的年金保

険料」と「その他の保険料」に分けて推計した。

具体的な推計方法と利用データについて説明

しよう。まず社会保障の雇主負担部分について

は，国民経済計算上の項目『社会保障雇主負

担』と『無基金雇用者福祉給付』の合計とした。

『無基金雇用者福祉給付』とは，国民経済計算

での説明によると，「社会保障基金，金融機関

（信託，保険），共済制度などの外部機関を利

用せず，また自己で基金を設けることもせず，

雇主が雇用者に支払う福祉的な給付」となって

いる。この説明を考慮して本稿では，『無基金

雇用者福祉給付』を社会保障雇主負担に含めて

計算した。

「社会保障給付」についても，基本的には『家

計部門の受取り』に計上されている『社会保障

給付』データを利用した。ただし，このデータ

は「年金」と「それ以外」に分かれていない。

そのため，この分類については，『国民経済計

算』付表９『一般政府から家計への移転の明細

表（社会保障関係）』に掲載されている社会保

障給付の内訳を利用した。具体的には，付表９

にあげられている項目のうち，年金関係の項目

とそれ以外の項目に分類し，年金給付に関係す

る項目を集計した数値を「公的年金」，それ以

外の項目の集計値を「それ以外」とした７）。「社

会扶助金」については，国民経済計算の『社会

扶助金』の数値をそのまま利用した。

「社会保険料」と「医療費」については，税

務統計に掲載されている平均の「社会保険料控

除額」，「医療費控除額」を基にマクロ推計した。

「社会保険料」については，『税務統計から見

た民間給与の実態』および『税務統計から見た

申告所得の実態』に掲載されている納税者１人

あたりの平均的な社会保険料控除額をもとに，

マクロレベルでの雇用者数と事業者数に適用し

て雇用者および事業者全体での控除額を算出し

た。「医療費」については，平均的な医療費控

除額が『税務統計から見た申告所得の実態』に

のみ掲載されていたため，その平均値を利用し

て雇用者・事業者全体の「医療費控除額」を算

出した８）。

「社会保険料」には「公的年金保険料」や「健

康保険料」等が含まれる。しかしながら税務統

計にはそれらの保険料の合計額が「社会保険料

控除」として記載されており，その内訳は分か

らない。そこで「社会保険料控除」を「公的年

金保険料」とそれ以外の社会保険料とを分ける

ため，次のような処理を行った。すなわち総務

７） 年金関係項目として集計したのは，「厚生年金」，「国民年金」，「船員保険」のうち「年金給付」，「共済組
合」のうち「長期」，それに「年金基金」である。

８） この平均値は医療費控除適用者についての平均控除額である。そのため，この平均値で推計したマクロの
「医療費控除額」は過大推計になっている可能性がある。
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庁『家計調査』より全国勤労者世帯月平均社会

保険料支払のうち公的年金支払額が占める割合

を計算し，その割合を「社会保険料控除額」に

適用して「公的年金保険料」を推計した。

（４） 「所得控除（ｂ）」の推定

「課税所得（Ｃ）」を得るには，さらに税法

上設けられている各種の所得控除（「所得控

除」（ｂ））を除く必要がある。ここではそれら

の控除項目の推計について説明しよう。

前節で説明した所得控除の中で，既に社会保

障に関する控除は推計したので，ここで推計す

る必要があるのは，必要経費としての性格をも

つ給与所得控除と人に関する控除，その他の控

除のうち「雑損控除」，「生命保険料控除」，「損

害保険料控除」である。人に関する控除として

今回の計算で考慮したのは，「基礎控除」，「配

偶者控除」，「配偶者特別控除」，「一般扶養控除」，

「特定扶養控除」，「老人扶養控除」である。こ

れらの項目も，（ａ３）における「社会保険料

控除」等の推計と同様，税務統計から算出した

各項目の一人当たりの控除額に雇用者数・事業

者数を乗じることでマクロ推計した。

以上の４つの推計段階を経て初めて，実質的

な課税ベースである「課税所得（Ｃ）」が算出

されることになる。すなわち「課税所得（Ｃ）」

＝『家計部門の受取り』－a１－a２－a３－b

となる。

Ⅳ．推計結果

それでは，推計結果をみていこう。結果を整

理すると図２のようになる。ここでは課税ベー

スや控除の規模が家計部門の受取りに対して相

対的にどの程度の大きさであるのかを明らかに

するのが目的であるため，各項目について，具

体的な額ではなく家計部門の受取に占める割合

（％）を示している。ただしここでの家計部門

の受取りからは，帰属家賃（ａ１）は除かれて

いる。帰属家賃を除いたのは，現実として帰属

家賃を課税対象とすることが不可能であること

を考慮したためである。この図２をもとに時系

列的な課税所得（Ｃ）の変化と，その要因とな

る所得控除（ｂ）や社会保障（ａ３）の規模の

変化についてみていこう。

（１） 課税所得（Ｃ）の時系列的な変化

まず，課税所得の時系列的な変化の特徴をみ

てみると，その規模の水準によって大きく３つ

の期間に分けて考えることができる。第１の期

間は１９８０（昭和５５）年度～１９８７（昭和６２）年度

まで，第２の期間は１９８８（昭和６３）年度～１９９４

（平成６）年度まで，第３の期間は１９９５（平成

７）年度以降である。

各期間の平均的な課税ベースの水準を比較す

ると，第１期間から第２期間，第２期間から第

３期間へと期間を経るにつれて，課税所得の規

模が縮小していることが分かる。具体的には，

第１の期間である１９８０年代前半は，課税所得は

ほぼ４０％前後の規模であったのが，１９８０年代後

半から１９９０年代前半になると３４％～３７％に低下

し，さらに１９９０年代後半は約３３％にまで縮小し

ている。このような課税所得の変化の背景につ

いて以下検討する。

表５は，第１期間から第２期間，第２期間か

ら第３期間の間の最終的な課税ベースである

「課税所得」の変化分，その変化に対応する控

除分の変化分と控除の内訳をまとめたものであ

る。この表に示されているように，「課税所

得」の割合の低下は，控除項目である課税対象

にならない社会保障（ａ３），その他非課税扱

い分（ａ２），所得控除（ｂ）の上昇と対応し

ていることが分かる。この表に基づきながら，

各期間の間の変化について詳しく見ていく。

まず，第１の期間から第２の期間への変化に
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ついてみると，１９８７（昭和６２）年度には３９．５％

の規模の課税所得が，１９８８（昭和６３）年度を境

に３５．６％まで一年で３．９ポイントも下がってい

る。この大きな課税所得の縮小要因である控除

分の変化のうち，最も大きな変化を示している

のは，同年度に創設された公的年金控除である。

この控除制度によって，公的年金給付は実質的

には非課税になってしまっている。このため，

課税対象に含まれない社会保障（ａ３）は１９８７

（昭和６２）年度には１６．６％であったのが，１９８８

（昭和６３）年度には２１．９％と約５．３ポイント上

昇しているのである。

この他の特徴としては，所得控除（ｂ）の割

合が２ポイント減少していることがある。つま

図２ 家計部門の受取りに占める課税所得・諸控除の割合（％）

（注） 家計部門の受取りとは，帰属家賃を除いた受取りである（以下，同様）。

（参考：１９８３年と１９９７年の控除項目と課税所得の変化）

課税ベースに含ま
れない社会保障

人的控除
給与所得者の
必要経費等

その他の
控除

非課税扱
い

控除分の変化
（計）

課税所得

１９８３（昭和５８） ０．２ －１．１ ０．１ －０．３ －０．６ －１．７ １．７

１９９７（平成９） ０．７ －０．２ ０．３ ０．０ －０．６ ０．３ －０．３

表５ １９８８年，１９９５年の課税ベースの変化（前年度比）
単位：％

課 税 所 得
（Ｃ）

控除分の変化計
（ａ２＋ａ３＋ｂ）

課税対象にならない
社会保障（ａ３）

その他非課税扱い
（ａ２）

所 得 控 除
（ｂ）

第１期間→第２期間
（１９８７→１９８８）

－３．９ ３．９ ５．３ ０．５ －２．０

第２期間→第３期間
（１９９４→１９９５）

－３．３ ３．３ １．４ ０．２ １．７
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り，所得控除（ｂ）については，課税所得を拡

大させる方向に働いている。この要因の一つに

は，配偶者特別控除の創設に伴い配偶者控除額

が３８万円から３３万円に減額された影響がある。

また，１９８７年から１９８８年にかけての家計部門の

受取り全体が５．２％上昇しているのに対して，

所得控除額の伸び率は１．５％に過ぎないことも，

所得控除の割合が低下している要因である。言

い換えれば，所得の伸びが大きいために，所得

控除の相対的な大きさは低下したのである。

次に，第２の期間から第３の期間への変化に

ついてみてみよう。１９９４（平成６）年度には

３５．９％あった課税所得は１９９５（平成７）年度に

は３２．５％へと３．３ポイント低下し，それ以降も

課税所得はほぼ３３％の水準になっている。この

変化に対応する控除分の変化のうち最も大きい

ものは，表５にあるように，所得控除（ｂ）の

変化分（１．７ポイント）である。所得控除（ｂ）

以外の変化分は，課税対象とならない社会保障

（ａ３）が１．４ポイントの上昇，その他非課税

扱いが０．２ポイントの上昇となっている。

所得控除（ｂ）が上昇している背景には，

１９９５年度の税制改正で基礎控除，配偶者控除，

扶養控除等の人的控除額が引き上げられたこと

がある。表３にもまとめているように，１９９５

（平成７）年度の税制改正で人的控除額はそれ

ぞれ３万円ずつ引き上げられている。

人的控除の引上げは，１９９５（平成７）年度以

前にも度々行われている。その中で１９９７（平成

５）年度と控除の引上げ額が同じ３万円であっ

た改正として，例えば１９８４（昭和５９）年度の税

制改正がある。ところが控除の引上げ額が同じ

でも，１９９５（平成７）年の課税所得の水準は前

年度と比べて３．４ポイントの低下であるのに対

して，１９８４（昭和５９）年度は前年度から１．９ポイ

ント下がっただけであった。

このような所得控除額変更の影響の違いは，

家計部門の受取りの成長率が異なるためである

と考えられる。１９８４（昭和５９）年度の家計部門

の受取りは，前年度比４．８％の伸びとなってい

るのに対して，１９９５（平成７）年度の家計部門

の受取りは，折からの景気低迷で対前年度比

１．７％にしか過ぎなかった。つまり所得が大幅

に増えたときの控除と，所得が伸び悩んでいる

ときの控除とでは，同じ３万円の控除引き上げ

であっても，その相対的な大きさは，所得が伸

び悩んでいる時の控除の方が課税ベースを縮小

させる影響が大きいのである。

期間ごとの変化以外の時系列的な特徴として

は，１９８９（平成元）年の税制改正で所得控除額

が引き上げられているにもかかわらず１９９０（平

成２）年から１９９２（平成４）年にかけては課税

所得の規模が拡大したことが指摘できる。この

時期の課税所得の拡大は，所得控除の水準が

１９８９（平成元）年の税制改正での設定以降据え

置かれていたのに対して，家計部門の受取りは

バブル崩壊直前の好景気を受けて大きく伸びて

いたためであると考えられる。１９９０（平成２）

年 度 の 家 計 部 門 の 受 取 り は 前 年 度 比

８．７％，１９９１（平成３）年度は前年度比６．６％の

伸び率になっている。したがって，この間は実

質的には経済成長による自然増税が生じていた

と言えるだろう。

（２） 人的控除の変化について

以上より明らかになったことは，「課税対象

とならない社会保障（ａ３）」の規模と人的控

除に代表される「所得控除（ｂ）」の水準が課

税所得の規模に大きな影響を与えているという

ことである。ただし，一口に所得控除や社会保

障といってもこれらはさらに細かな項目に分か

れていることに注意しなければならない。具体

的には，所得控除は基礎控除や配偶者控除，扶

養控除に，社会保障は大きく拠出と給付に分け

ることができ，さらに拠出・給付は公的年金給

付や社会保険料等に分けることができる。

果たして所得控除や社会保障の内訳はどのよ

うな動きをしてきたのだろうか。以下では所得

控除と社会保障の構成要素の変化をみていこう。

それによって，課税所得の規模に対する所得控

除や社会保障の影響をさらに細かく調べること

ができる。
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各種の所得控除の規模の推移を示したのが図

３である。この図から，所得控除の中で規模が

最も大きいのは給与所得控除であり，次に大き

いのは基礎控除，３番目に大きいのは扶養控除で

あることが分かる。

給与所得控除の変化については，課税所得

（Ｃ）の時系列的な変化と同様に，３つの期間

に分けて考えることができる。第１は１９８９（平

成元）年度まで，第２は１９９４（平成６）年度ま

で，第３は１９９５（平成７）年度以降である。

１９８９（平成元）年度までの給与所得控除は，

その家計部門の受取りに占める割合が一貫して

減少している９）。この減少傾向は，給与所得控

除の算定基準が１９８４（昭和５９）年度の改正を除

いては大きな引上げが行われず維持されていた

のに対して，経済的な所得水準は上昇していた

ためであると考えられる。

給与所得控除の水準は，１９８９（平成元）年度

に５７万円から６５万円に引き上げられた後は，引

上げは行われていない。ところが，図３にも示

されているように給与所得控除額の相対的な規

模は，１９９０年度から１９９４年度にかけて安定して

いたものの，１９９４年度以降は上昇傾向にある。

この背景には，景気の低迷で所得が伸び悩んで

いることに加えて，給与所得控除の控除額算定

方法の影響，女性の社会進出の進展等による影

響があると考えられる。

現行の給与所得控除の計算は，基本的には給

与収入の額に応じて４０％～５％の割合で計算さ

れるが，その控除率は収入が高くなるにつれて

低くなるという累退的な構造になっている１０）。

つまり，収入の低い方が，控除割合が高くなる

しくみになっているのである。そのため，所得

が伸び悩む状況では控除割合が大きくなるので

ある。

例えば，給与額が１００万円以下の階層の場合，

その階層の平均給与額約７５万円に対して給与所

得控除額は６５万円であり，その控除割合（給与

９） １９８４（昭和５９）年度に一度上昇するが，これはその年度の最低控除額引上げ（５０万円→５７万円）の影響と
考えられる。

１０） 給与収入１８０万円までは４０％，３６０万円までは３０％，６６０万円までは２０％，１０００万円までは１０％，１０００万円
を超える金額は５％の控除率となっている。

図３ 所得控除の規模の推移（家計部門の受取りに占める割合）

わが国所得税課税ベースのマクロ推計

－１１６－



控除額／給与額）は８６．６％となる。それに対し

て，給与額が９００万円超１０００万以下の階層の場

合，その平均給与額９４８万円に対する給与所得

控除適用額は２１５万円となり，その控除割合は

２２．７％となる１１）。このため，景気の低迷等で所

得水準の低い層が増えると，家計部門全体の収

入に占める給与所得控除の割合も上昇するので

ある。

女性の社会進出は，図４にあるように年々増

加している。この影響は，給与所得控除適用者

を増加させることを通じて，給与所得控除の割

合を上昇させている要因の一つになっていると

言えるだろう。ただしこの場合，後述するよう

に扶養控除，配偶者控除，配偶者特別控除の適

用からは外れるため，これら３つの所得控除の

割合は縮小している。

次にその他の控除である基礎控除や扶養控除，

配偶者控除についてみてみよう。これらはいず

れも長期的にみると縮小する傾向にあることが

示されているが，その中でも特に縮小傾向が大

きいのが扶養控除である。給与所得控除は約

１８％から約１６％，基礎控除は約７％から約６％

の縮小であるのに対して，扶養控除は約７％か

ら約４％と規模にして半分近くも縮小している

ことになる。さらに，配偶者控除についても扶

養控除と同様に縮小する傾向が現れていること

が分かる。具体的には１９８０（昭和５５）年度には

４％あった配偶者控除は，１９９７（平成９）年度

には１．８％にまで縮小している。

扶養控除，配偶者控除ともに控除額は税制改

正の度に引き上げられている。それにも関わら

ずその規模が縮小傾向にあるのは，どちらの控

除についても，その適用割合が低下しているた

めである。この傾向は図５に示されている。図

５は，納税者数に対する扶養控除，配偶者控除，

配偶者特別控除の適用者数の比率を示したもの

である。

まず扶養控除についてみると，図５から明ら

かなように，扶養控除の適用者の比率はこの約

２０年間の間に大きく減少している。とりわけ

１９８７年以降の減少は著しい。１９８７（昭和６２）年

には納税者数に対して８３．５％の規模であった扶

養控除適用者比率は１９９７（昭和９）年度には

６３．７％と２０ポイント近く減少している。この背

景としては，少子化による子どもの減少による

影響と女性の社会進出による扶養家族の減少が

１１） 国税庁『平成９年分税務統計から見た民間給与の実態』より。

図４ 雇用者総数に占める女性の割合等の推移

（出所）税制調査会資料（基小１６－３，２０００（平成１２）年５月１９日）
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大きいと考えられる。

次に配偶者控除についてみてみよう。配偶者

控除の適用者の比率も，長期的には低下する傾

向にあることが図５に示されている。１９８０年度

には３７．５％であった比率も，１９９７（平成９）年

度には３０．６％にまで低下した。また配偶者控除

も１９９４（平成６）年度以降若干の低下傾向にあ

る。これは，女性の社会進出が進んできたこと

により，配偶者控除・配偶者特別控除の適用を

受けないケースが増えてきているためである１２）。

（３） 社会保障の変化

図５ 人的控除適用者比率の推移（納税者数に対する比率）

図６ 社会保障の拠出と給付の推移（家計部門の受取りに占める割合）
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最後に社会保障関係の項目の動きをみてみよ

う。図６は課税対象とならない社会保障の拠出

と給付の推移を示したものである。この図から，

医療費控除を除く各項目が長期的には拡大する

傾向にあることが分かる。その中でも著しい伸

びを示しているのは，１９９０（平成２）年以降の

公的年金給付およびその他の給付である。公的

年金給付の家計部門の受取に占める割合

は，１９９０（平成２）年に５．７％であったのが１９９７

（平成９）年度には７．７％にまで拡大している。

またその他の給付については，１９９０（平成２）

年は５．６％だったのが１９９７（平成９）年には

６．３％となっている。

このような社会保障給付の規模拡大に

は，１９９０年代の社会保障改革の動きが反映され

ている。特に１９９０年以降の給付割合の急上昇の

背景には，１９８９（平成元）年１２月に決定された

厚生年金・国民年金制度の改正および「高齢者

保健福祉推進十か年戦略」（高齢者福祉十か年

ゴールドプラン）の策定による給付拡大がある。

例えば，この年の年金制度改正の内容をみると，

基礎年金，老齢厚生年金共に給付額が引き上げ

られた。基礎年金給付額（月額）は５２，２６７円

（昭和６３年度）から５５，５００円に，厚生年金の標

準的給付額（月額）は１８５，１２５円（昭和６３年度

から１９５，４９２円にそれぞれ引き上げられている。

さらに１９８９（平成元）年度の改正では，完全物

価スライド制度も導入されている。

高齢化に対応した１９９０年代の社会保障給付は

家計部門の受取りに比べて非常に大きな伸びと

なっている。表６は家計部門の受取りの伸び率

と社会保障給付の伸び率をまとめたものである。

この表からも明らかなように，１９８０年代後半の

好景気における社会保障給付の伸び率は，家計

部門の受取りの伸び率に対して約１倍～２倍程

度であった。ところが１９９０年代以降の社会保障

給付は，景気低迷による家計部門の受取りの低

成長に対して３倍～４倍の伸び率になっている

のである。

以上のような制度改正による規模の拡大と，

経済成長に対する相対的な伸び率の上昇によっ

て，社会保障給付（公的年金給付・その他の給

付）の家計部門の受取に占める割合は１９９０年代

に入って急速に上昇し，１９９０年代後半の課税

ベースの縮小に大きな影響を与えた。

今後の高齢化の進展をふまえると，このよう

な傾向はますます顕著になると考えられる。社

会構造のあり方について考えると有識者会議報

告書「２１世紀に向けての社会保障」（平成１２年

１０月）によると，２０００年度，２００５年度，２０１０年

度，２０２５年度の社会保障負担（国民所得比）は，

それぞれ１４．５％，１６％，１７．５％，２１．５％と増加

していくことと予測されている。また，年金給

付額は，２０００年度予算ベースでは４１兆円である

が，２００５年度には５３兆円，２０１０年度には６７兆

円，２０２５年度には９９兆円になり，国民所得に対

する割合も，それぞれ１１％，１２％，１３．５％，

１５％と年々着実に増加すると試算されている。

この試算をもとに課税ベースの計算を行うと，

課税対象に含まれない社会保障（負担と給付を

合わせたもの）の家計部門の受取に対する割合

は，２０００年度２７．８％，２００５年度３１．１％，２０１０年

度３４．６％，２０２５年度４２．２％となる。その他の要

因を一定とすると，課税ベースの割合は，２０００

年度３０．４％，２００５年度２６．９％，２０１０年度２３．５％，

２０２５年度１５．８％となる。１３）このことは，わが国

所得税の課税ベースが，社会保障関係，とりわ

け年金について，積立時と給付時非課税という

制度のもとで，今後２０数年間に渡って大幅に縮

小する結果，我が国の所得税は「融解」すると

でも表現すべき現状になっていくことを意味し

ている。

１２） ただしこの場合，配偶者控除・配偶者特別控除の適用を受けないものの，先述したように給与所得控除等
他の所得控除の適用を受けていることには注意しておく必要がある。

１３） 経済成長等の推計上の仮定は有識者会議報告書にしたがった。またこの報告書での予測値を単純に逆算し
て１９９７年度の課税ベースを計算すると，本稿の推計値より１．９％大きくなる。この１．９％は，上記報告書での
予測と本稿の推計との技術的な差（社会扶助の有無や医療費の予測）とみなした。
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Ⅴ．むすび

これまでの分析によると，わが国所得税は，

社会の高齢化の下できわめて小さなものになっ

ていくことが予想される。しかし，所得税には

所得再分配機能があり，今後ともわが国の基幹

税としての役割が必要であると考える。この見

地から，わが国所得税課税ベースの検討のポイ

ントを整理してみたい。それはとりもなおさず，

所得税の構造改革につながるものである。

まず第１に，社会保障関係の諸控除のあり方

を根本的に見直すことである。これは税と社会

保障の関係を改めて考え直すことにも通じる。

８０年以降９７年までの課税ベース縮小の最大要因

は，「課税対象にならない社会保障」の割合が

急増した事にある。この中身は，社会保険料顧

主負担分，社会保険料控除の対象となる「社会

保険料」，公的年金等控除の対象となる「公的

年金等」で，わが国社会の高齢化の下で一貫し

て増加してきた。ピーク時の１９８３年と９７年とを

比べると，課税ベースは８．２ポイント落ちてい

る（小さくなっている）が，本要因による落ち

込みは１２ポイントで，人的控除等課税ベースを

広げる要因を打ち消して余りあるものである。

また，第Ⅳ節で試算したように，高齢化の一層

の進展はわが国所得税の「融解」とも言うべき

表６ 家計部門の受取り・社会保障給付の伸び率とその比較

家計部門の受取り
（Ａ・％）

社会保障給付
（Ｂ・％）

Ｂ／Ａ

１９８１ ７．１４ １２．２０ １．７１

１９８２ ５．５１ ９．７６ １．７７

１９８３ ４．８４ ９．１９ １．９０

１９８４ ５．０６ ５．６０ １．１１

１９８５ ５．８５ ７．０８ １．２１

１９８６ ３．９５ ９．６５ ２．４５

１９８７ ３．８３ ６．１５ １．６１

１９８８ ５．２０ ４．８２ ０．９３

１９８９ ６．８６ ６．３７ ０．９３

１９９０ ８．７５ ６．０７ ０．６９

１９９１ ６．６３ ６．６３ １．００

１９９２ １．８７ ７．７４ ４．１５

１９９３ １．８４ ６．４０ ３．４７

１９９４ １．５４ ６．６６ ４．３３

１９９５ １．７８ ７．５０ ４．２２

１９９６ １．４５ ４．８９ ３．３６

１９９７ １．１８ ２．６６ ２．２５
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事態を生じかねない。

とりわけ，年金について，社会保険料控除と

公的年金等控除のもとで，積立て時，給付時と

もに非課税となっていることが，米国のような

積立て時課税の国とは異なり，課税ベースを小

さくする最大の要因となっている。

別の角度で捉えると，公的年金等控除の結果，

受給者の年齢が６５才以上で夫婦世帯の公的年金

受給者の課税最低限は約３４０万円，現役の夫婦

二人世帯の課税最低限が約２２０万円となってお

り，これは，同じ所得でも現役世代と高齢世代

との間で税負担が異なるという「世代間の不公

平」の問題を惹起している。わが国の年金制度

は，現役世代が（本年）支払う社会保険料で年

金受給者の（本年の）年金給付がまかなわれる

賦課制度となっており，すでに世代間の扶養が

行われていることもあわせ考える必要がある。

また，「公的年金等控除」が高水準である結果，

年金所得以外にも所得のある高齢者の税負担を

大層低いものとしており，高齢者の「同一世代

内の公平」という見地からも問題を生じさせて

いる。さらには，ライフサイクルを通じた税負

担の平準化という観点からも，「公的年金等控

除」については早急に縮減の方向で見直して行

くことが望ましい。

第２に，給与所得控除である。第Ⅳ節で見た

ように，近時の景気の低迷，所得の伸び悩みは，

相対的に給与所得控除額の大きさを目立たせて

きた。とりわけ９５年以降その傾向が顕著に見う

けられる。今後も，所得の急激な伸びは期待で

きないとすると，現行の給与所得控除制度，並

びにその水準は，課税ベースの縮小を防止する

という観点からも，見なおす必要がありそうで

ある。

給与所得控除は，資産性所得や事業所得と比

べて担税力の小さい給与所得について，何らか

の調整が必要という観点から設けられた，わが

国独特のものである。抜本改革の中では，給与

所得控除は「勤務に伴って支出する費用を概算

的に控除することのほか，他の所得との負担の

調整を図ることを主眼として設けられている」

と整理された。つまり，給与所得控除には，サ

ラリーマンの勤務における経費的な部分に加え

て，「他の所得との調整」という要素が加わっ

ている。しかし，就業者に占めるサラリーマン

の割合が八割程度になっている今日，他の所得

との負担調整という観点が果たして説得的か疑

問なしとしない。いずれにしても，平均で収入

金額の三割程度が所得控除されるという現行制

度は，見なおしされるべきであろう。

米国では，給与所得者について，自主申告制

度の下，必要経費について，概算控除か実額控

除の選択を認めている。米国の概算控除の水準

は，わが国と比べて大変小さく，その事が結果

として約３割の納税者に実額控除を選択させる

事につながっている。したがって，わが国でも

本制度の縮小は，確定申告を通じて，自らの所

得や税額を確定させる，自主申告への道を開く

ものであると言えよう。

最後に，抜本改革と９４年の税制改革時におけ

る減税について，「税率の引き下げ」と「諸控

除の引き上げ（課税最低限の引き上げ）」とい

う二つの方法の比率を，減収額という観点から

見てみよう。「税率引き下げ」による減収額と，

「諸控除の引き上げ」による減収額の比率は，８８

年度（抜本改革）が４対３，９４年度が２対１と

なっており（表４），相当規模の減収額が諸控

除の引き上げに使われている，つまり減税方法

として諸控除の引き上げという方法が選択され

てきたことがわかる。抜本改革は，中低所得者

減税，税制改革は，中堅所得者を中心とした減

税と称されているが，他方で，抜本改革，税制

改革どちらもが，消費税の導入・引き上げとか

らむ，いわゆる直間比率の見直しの一環として

行われた事と関係がありそうだ。

税制改革時には，所得階層ごとの増減税額が

示され，いわゆる損得計算が行われるが，逆進

性を持つ消費税に対する政治的配慮から，減税

の方法として，中低所得者層へ配慮した課税最

低限の引き上げという方法が選択されがちで

あった。この事が結果として，わが国所得税減

税の課税最低限を高くし，その結果課税ベース
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の縮小につながってきた一因ではないかと推測

される。今後，租税負担の増加について具体的

な議論の開始されることが期待されるが，悪化

した財政事情の中ではこれまでのような消費税

率の引き上げと所得税減税という組み合わせは，

避けるべきである。いずれにしても課税最低限

を引き上げる方法での減税は，今後厳に避ける

べきである。
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